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被災者の支援制度について
動画で解説しています。
(一部、当時と異なる金額も
あるためご注意ください。)

特に重要な９つの支援制度について説
明したカードと、交付されたり災証明書と
使える支援制度 の関係をまとめたカード
です。

※  本ニュースの情報は令和８年７月２９日時点のもので、その後の法改正や制度の適用、変更などの可能性があります 。
※ 災害の種類や地域によって適用されている法律が異なり、使える支援制度も異なることに注意して下さい。
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被災者には、様々な支援がありますが、
①住まいに関する支援
②お金がもらえる支援
③お金が借りられる支援
に大きくわけられます。利用できる制度は、り
災証明書の種類や、災害救助法の適用の
有無などの条件により異なります。
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応急修理(補助)制度
半壊以上 ７５．７万円
準半壊 ３６．７万円　

被災した住宅の修理の
補助制度です。ただし、
使 うと修理後に応急仮
設住宅に入居できなくな
ることがあるためご注意
を。
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住まいの支援制度

住まいの支援 お金の支援 借入れの支援

YouTube動画 被災者支援チェックリスト 被災者支援カード

まずは、自分が使える支援制度がどれなのか、
どの程度の支援を受けられるのか知ることが大切です。
そのため、たとえば以下でご紹介するような被災者へ
の支援制度をまとめたツールを活用するなどして、自
分が使えそうな支援制度を知り、
お住まいの自治体や、弁護士会などにご相談いただけ
ればと思います。

令 和８年熊本地震による災害
（災害救助法適用地域）向け

り災証明書の調査や保険会社・共済の調査に備え、
片づけ前に、被災した建物の内外・車・家財・水回
り・室外機・給湯器などを、様々な角度や、様々 な距
離（遠く・近く）で撮影し、 被害の写真や動画を残
しましょう。

り災証明書は、役所に申請すると、被害調査の上で、全壊・
大規模半壊などと判定され交付される住宅被害の証明書
です。多くの支援制度が、り災証明書と結びついているた
め、り災証明書の申請はとても大切です。申請を忘れずに
行いましょう。

判定に不明点がある場合は、お住まいの
市町に理由を聞いてみましょう。弁護士会
など専門家へのご相談も検討して下さい。
り災証明書の調査は、QRコード
（右）にある内閣府の指針に
沿って行われています。

り災証明書の調査は、①建物の外観のみで
判定される場合（第一次調査）と、②建物
内部も含めて判定する場合 （第二次調査）
があります。
どちらの場合でも、再度の調査をお願いする
ことができます。ただし、再度の調査により、判
定が下がることもあります。

◆ 災害援護資金貸付制度【自治体】
住宅被害・家財の損害・負傷などに応じて 最大３５０万円貸付。

◆ 生活福祉資金制度【社会福祉協議会】
緊急小口資金（１０万円・無利子）
災害援護資金（１５０万円・無利子～１．５％）
住宅補修費貸付（２５０万円が目安） その他も複数の貸付制度あり。

◆ 母子父子寡婦福祉資金貸付金【自治体】
    住宅の補修等については２００万円以内で貸付。

◆ 建物の再築・購入・修理の際の災害復興住宅融資【住宅金融支援機構】
住宅再建のための融資制度。借入れ条件などは上記機構に相談を。
親子リレーローンが組める場合もあります

◆ リバースモーゲージ型融資（６０歳以上の返済特例）【住宅金融支援機構】
原則として満６０歳以上限定の災害復興融資に関する返済特例。毎月の返済

が利息だけ。借入れには、抵当権の設定が必要。元金は、借りた人が亡くなった
際に不動産を処分するなどして返済。債務が残っても相続人に請求されません。

    住宅金融支援機構コールセンター（災害専用ダイヤル） (0120-086-353）

自動車を廃車する場合な

ど、登録の抹消につ いては
お住まいの地域を管 轄する
運輸支局・自動車検 査登
録事務所（軽自動車は 軽
自動車検査協会） に確認
を。

日本の支援制度をお困りごとの種類別に
まとめたチェックリストです。災害救助法
の適用がある場合とない場合の２種類が
あります。

各ツールは、
外部サイト【被災者
支援情報さぽーと

ぺーじ（ひさぽ）】か
らダウンロード可能
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自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン
「令和８年熊本地震」の影響で、個 人の住宅ローン・事業 ローン・自動車ロ

ー ン・教育ローンなどの支払が困難に なった人は、この制度の 利用を検討して
く ださい。自己破産と異なり、現預金５０ ０万円に加え、各種支援金・義援金・災
害 弔慰金などを手元に残した上で、残 ったローンの免除を受けら れる可能性
が あります。詳しくは弁護士会まで。
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経済産業省のウェブサイトに、
中小企業・小規模事業者へ
の支援措置が公開されてい
ます。同サイトで紹介されてい
る商工会議所・商工会連合
会などの特別相談窓口にご
相談を。

 くま弁ニュース

支援はあります。焦らず、無理をしすぎず、いつでも周りの人や専門家に相談して下さい

保険会社・共済への保険金・共済金のご請求も忘れず に。
保険会社がわからないときは「自然災害等損保契約照会セ
ンター」 へ（日本 0120- 501- 331/ 外資系03- 5425-

7850） 問い合わせましょう。
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公費での建物解体制度や
土砂の撤去
災害時には、全壊などの建物を
無料で解体してくれる公費解体
制度や、公費で土砂を撤去して
くれる制度が実施される場合も
あります。自治体などの最新の
情報を確認して下さい。
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 熊本県弁護士会 法律相談センター

　　　096-325-0009

〈災害時Ｑ＆Ａ集〉発行：令和８年７月
【令和８年熊本地震編（第１号）】

熊本県弁護士会では、県内８ヶ所に
法律相談センターを設けて、法律相談
を行っていますので、お気軽にご相談
ください。令和８年熊本地震関連の法
律相談は無料です。
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被災者生活再建支援金（最大３００万円）
罹災証明の種類や、住宅の再建に応じて、 一定の条件で支援金

が支給されます（右表参照：

。
※単身 世帯は各４分の３ の 金額

見舞金・義援金
お住まいの自治体から、住宅の被害の程度に応じ て支給される
場合があります。市町村にご相談いた だき、該当す る場合は申
請して下さい。

被災者生活再建支援法が適用さ

れている自治体が対象ですのでご注意ください。)

雑損控除（医療費控除に似た制度）などによる税の減免
自然災害により、家屋や家財、自動車・お墓の損壊など 様々な
被害を受けた場合、確定申告によって所得を控除し、所得 税や
住民税の軽減・免除が受けられる場合があります。
詳しくは、税務署でお尋ね下さい。
その他税金・公共料金等の、支援制度の有無、利用条件等も、お
住まいの自治体などにご確認下さい。
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ご自宅を被災された
方 に提供される公営
住 宅 や 応 急 仮 設 住
宅、 その他 の 独自の
支援制度の有無など
は、利用条件などを含
め、 お住いの自治体
にご確認ください。

最新の被災者支援
情報は、弁護士会
HPをご覧ください。

about:blank
about:blank
about:blank
about:blank
about:blank
about:blank

	スライド 1



